ブリティッシュ　コロンビアシュウ　キョウイクソウ　ニ　ヨル　カンセン　キョウイク　イイン　ニンメイ　ト　バンクーバー　キョウイク　イインカイ　キョウイク　イイン　シッショク　ノ　ジレイ　ニ　カンスル　イチコウサツ by 平田, 淳 et al.










A Study on the Appointment of the Official Trustee and the Dismissal of the Elected 
Trustees of the Vancouver School Board by the Minister of Education of the 

















府にはない。また，州内全域に関しては州政府の中に教育省（Ministry of Education あるいは Department 
of Education）があり，これを統括するのが教育相（Minister of Education）である。地方教育行政は多
くの場合教育委員会（school boards）が担っており，教育委員は公選制を基本としている。 
ところで，カナダで最も伝統のある全国紙『グローブアンドメール』（Globe and Mail, 2016, October 
21）によると，2016 年 10 月 17 日，自由党（Liberal Party）政権下にあるブリティッシュ・コロンビア
（以下，「BC」）州において教育相マイク・バーニエ（Mike Bernier，当時）は，ダイアン・ターナー
（Dianne Turner）を官選教育委員（official trustee）に任命することによりバンクーバー教育委員会





































場合，「州の代理人」たる教育委員会が州政府の方針に従わないという事態も生じうる（Young & Levin, 
1994；平田，2018）。特に教育委員が住民により直接公選されている場合，教育委員会は「州政府の代
理人」であると同時に，「地域の代弁者（advocates for the community）」としての性質をも併せ持つとい





削減など，州政府への集権化につながる改革が進められてきた（Galway, et al., 2013；平田，2018）。特
に教育委員会の学校税課税権の廃止は，その自律性の確保という意味でも大きなインパクトがあり，
こうした方向性の改革は教育委員会を弱体化させ，その正当性を低下させるものであるという批判は，
根強く存在する（Lessard & Brassard, 2005；平田，2018）。 





























2. BC 州の教育制度概観 
（1） BC 州の学校教育の概要 
 BC 州は図１で示す通りカナダの太平洋岸にある州であり，南はアメリカ合衆国ワシントン州に接
している。表１にあるように，人口は約 478 万人であり，オンタリオ州とケベック州に次ぐカナダ第


















E6%9C%AC%E8%AA%9E#mode%3Ddetail%26index%3D5%26st%3D0 （2017 年 7 月 20 日採取）。 
 
カナダにおいては，州議会は 1867 年憲法法第 93 条に基づいて宗派別（カトリックあるいはプロテ





School Boards）が，後者を管轄するものとしてフランス語系教育当局（francophone education authority）
がある（平田，2017）。教育省ウェブサイト1によると，本稿執筆段階（2017 年６月）時点で 59 の教
育委員会と１つのフランス語系教育当局が存在する。本稿が分析対象とする VSB は，その中でも学校
数・児童生徒数において BC 州最大規模である。 
                                                        
1 次の URL を参照されたい。 
http://www2.gov.bc.ca/gov/content/education-training/administration/kindergarten-to-grade-12/school-district-
profiles 
（2017 年 7 月 5 日採取）。 
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表 1 カナダ諸州の人口・面積・連邦加入年 
カナダ全体 NL州 PEI州 NS州 NB州 ケベック州 オンタリオ州
面積
（㎢）
9,984,670 405,212 5,660 55,284 72,908 1,542,056 1,076,395
人口
（人）
36,591,241 528,683 149,790 953,173 757,641 8,371,498 14,135,610
連邦
加入年
ーーー 1949年 1973年 1867年 1867年 1867年 1867年
マニトバ州 SASK州 アルバータ州 BC州 ユーコン準州 NW準州 ヌナブト準州
面積
（㎢）
647,797 651,036 661,848 944,735 482,443 1,346,106 2,093,190
人口
（人）
1,332,629 1,161,365 4,291,980 4,789,221 37,808 44,381 37,462
連邦
加入年




















中学校（middle schools or junior high schools）とするものもある。中等学校（secondary schools）は９－
12 年生を対象とするものや，中学校がない地域の場合はそこに７－８年生を含む学校もある（Schools 





VSB のウェブサイトによると，VSB には小学生が約 29,000 人，中等学校生徒が約 26,000 人，合計
で約 55,000 人の児童生徒が在籍している。これは BC 州内の児童生徒数の約 8.5％を占めることにな
るが，単純に平均値を出すと１教育委員会につき約 10,000 人ということになるため，やはり大規模教
育委員会であると言えよう。また VSB内には 92校の小学校と 18校の中等学校に加えて中学校（middle 
school）が１校あり，合計 111 校が運営されている。その他にも，オルタナティブ教育を行う施設が
22，成人教育センターが３施設ある（VSB, n. d.）。 
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表 2 BC 州の児童生徒数 
小学校 中等学校 計 小学校 中等学校 計 小学校 中等学校 計








表 3 BC 州における学校段階別学校数の推移 
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17
Total 1,941 1,938 1,924 1,930 1,919
Elementary 1,166 1,152 1,148 1,145 1,126
Elementary-Junior Secondary 81 85 86 82 88
Elementary-Secondary 211 224 227 225 224
Junior Secondary 12 12 9 9 9
Middle School 81 76 75 79 78
Secondary 383 379 374 375 377
Senior Secondary 6 9 4 13 16




（2） BC 州の教育行政 
BC 州の教育行政・学校制度について規定している最も基本的な法律は，学校法（School Act, [RSBC 
1996] CHAPTER 412）である。同法によると BC 州の教育行政制度としては，州レベルでは教育省




教育省の組織構造や権限については，学校法 1672 から 178 において規定されている。まず 167 に
おいて，州政府に大臣が議長を務める教育省を置くこと（(1)），副大臣（deputy minister）とその他必
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ラムの効果を評価するためのプロセスの策定，個々の子どもの成績を評価するプロセスの策定，学校

























上述の通り BC 州には，２種類の教育委員会が存在するが，本稿が分析対象としている VSB は英語
系公立学校を管轄する教育委員会であるため，紙幅の関係上以下ではこれに限定して概要を見ていく
こととする。 

















∙ 教育委員の選挙は「学校総選挙（general school election）」と呼ばれ，４年に一度行われる（35 条
１項）。つまり，任期は４年である。投票は，選挙年 10 月の第三土曜日に行われる（35(2)）。 
∙ 教育委員選挙の投票資格としては，住民選挙人（resident electors）（40）と非住民不動産選挙人
（Nonresident property electors）（41）に大別される。 
∙ 住民選挙人としての投票資格としては，次のような要件が挙げられる。即ち，18 歳以上であるこ
と，カナダ市民であること，選挙の日以前少なくとも６カ月間 BC 州に居住していること，選挙
の日以前少なくとも 30 日間当該教育委員選挙区の選挙人登録をしていること，等である（40）。 
∙ 非住民不動産選挙人としての投票資格としては，次のような要件が挙げられる。即ち，当該選挙
区の，及び当該教育委員会管轄区域の他のいかなる教育委員選挙区の住民選挙人ではないこと，
18 歳以上であること，カナダ市民であること，選挙の日以前少なくとも６カ月間は BC 州の住民
であること，選挙の日以前少なくとも 30 日間当該教育委員選挙地区の不動産のオーナーとして
登録されていること，等である（41）。 
∙ 学校総選挙で選ばれた教育委員の在任期間は，通常は選挙の後の 11 月１日の後の第一月曜日に































































が有力な全国紙『ナショナル・ポスト（National Post）』，日本における NHK のような存在のテレビ局










 事実の概要に入る前に，BC 州および VSB の政治情勢について簡単に触れておく。当時の BC 州の
政権与党は自由党であり，2001 年以降予算の削減や民間活力の活用，「小さな政府」を目指すいわゆ
る「新自由主義」に基づく改革（Fallon & Paquette, 2008）を 15 年以上続けてきた政党である。また，
罷免された VSB 教育委員の構成としては，全９名のうち教育委員長を含む４名がリベラル系の「新民




過半数を占めていた（Globe and Mail, 2016；平田，2017）。 








委員は，管轄内の 11 の学校の閉鎖を取りやめる決定を行った。しかし VSB は，ついに収支均衡予算
の採択を 10 月 17 日の月曜日に行うことを決定した（Sherlock, 2016.10.15）。 
しかし教育相は VSB が収支均衡予算を採択したまさにその日の朝に，6 月 30 日までに採択しなか
ったとしてデルタ教育区（Delta School District）の前の教育長であったターナーを官選教育委員に任命
し，VSB 教育委員を罷免すると発表した。教育相は VSB 教育委員の対応（収支均衡予算案の拒絶）を








                                                        
3 ダウンロードしたバンクーバー・サンの関連記事は PDF ファイル等にはなっておらず頁の特定が不可能
なため，直接引用であっても頁の特定はしていない。以下同様。 









 VSB は６人のシニアスタッフが病気休養に入った後，10 月初旬に学校閉鎖プロセスを無期限に延
期したが，バーニエ教育相によると，新たに官選教育委員に任命されたターナーは収支均衡予算の成
立と病気休職したシニアスタッフの復職が優先事項であって学校閉鎖プロセスはすぐには再開させな
いという意思であるという。他方で 10 月 18 日には，保護者代表と NDP の州議会議員はバンクーバ
ー・イーストサイドの学校の閉鎖に反対する 18,324 人分の署名を教育相に渡した（Lindsay & Sherlock, 
2016.10.19）。 
10 月 20 日には，バンクーバー小学校教員組合（Vancouver Elementary School Teachers’ Association）
が中心となって，罷免された教育委員の復職を求める集会を実施するためにある中等学校の体育館を









































受けて，教育相は 7 月に前財務副大臣のピーター・ミルバーン（Peter Milburn）を特別助言者に任命
し，VSB の状況を検討するための報告書の作成を依頼した。上述のように特別助言者とは，教育委員
会を支援・監視するために置くことができるものである。ミルバーンは 2016 年 10 月 17 日に『教育委
員会の支出とバンクーバー教育委員会の検討に関する法的監査報告書（Forensic Audit of Board Expenses 
and Review of the Vancouver School Board，以下「ミルバーン報告書」）』を提出し，それは 10 月 28 日に
公表された。そこでは，VSBの財政を改善するためにVSBが有する資産（キングスゲートモール［King’s 
















                                                        
4 バンクーバー郊外にあるショッピングモールである。次の URL を参照されたい。
http://www.kingsgatemall.com/ 
5 株式会社アルクのウェブ辞書『英辞郎 on the WEB』による。次の URL を参照されたい。
https://eow.alc.co.jp/search?q=stewardship（2016 年 7 月 25 日採取）。 





ところで 2004 年，自由党政府は地震の際にリスクの高い州内のすべての学校の耐震強化を 2020 年
までに行うことを約束した。リスクが高いと判定された 342 校のうち，166 校がいまだに耐震強化さ




















ており，10 校は工事中で，３校は工事の準備中であり，１校は閉鎖され，上述の２校を含む 26 校は
未だに「ビジネス・ケース作成中」である。教育相はそのうちの１校は予算支出承認の最終段階にあ
り，大ビクトリア教育区（Greater Victoria School District）は上述の１校よりも他の４校に優先権を与



































年の 7 月１日に始まり翌年の 6 月 30 日に終わる。」と規定されている。その上でまず 106.2 において，
教育相は毎年 3 月 15 日までに教育プログラムの提供及び支援のために翌会計年度に教育委員会に支
出される州財源の額を確定し通知しなければならない，と規定している。そして 106.3(1)においては，
教育相は教育委員会によって見積もられた児童生徒数等に基づいて，州財源から教育委員会への運営









れている。そして 113(1)においては，教育委員会は翌会計年度の年間予算を毎年 6 月 30 日までに採択
しなければならないことが規定されている。つまり，これらの規定からは，今回のバンクーバー・ケ
ースで教育相が 6 月 30 日までに収支均衡予算を採択するよう VSB に求めたということは法令解釈上
適切であり，それでも VSB が予算を採択しなかったため，教育相は学校法 172(1)に基づいて官選教育
委員を任命し，それによって 172(2)に基づいて教育委員が罷免された，ということになる。住民公選
の教育委員を教育相が罷免することに対しては「民主主義の否定である」という批判もあるが，学校




























































して，可能な選択肢の１つではあろう。例えばプリンスエドワード・アイランド（Prince Edward Island: 
PEI）州においては，従来は「英語系教育委員会（English Language School Board: ELSB）」と「フラン
ス語系教育委員会（French Language School Board; La Commission scolaire de langue française: CSLF）」が
双方１つずつ存在し，州内全域の英語系学校とフランス語系学校をそれぞれ管轄していた。双方とも
に，教育委員は公選制であったが，2016 年 7 月時点では，英語系教育委員会には官選教育委員が着任
しており，公選教育委員は存在していなかった（平田，2017）。他方で 2016 年８月，州議会はそれま
で PEI州の教育に関する基本法であった「学校法（School Act, R.S.P.E.I. 1988, Cap. S-2.1）」を廃止し，
























































員会，すなわちカウイチャン教育委員会（Cowichan School Board）と VSB に対して教育相は，官選教
育委員を任命することによって公選教育委員を失職に追い込んだ。カウイチャン教育委員会では 40 万
カナダドルの削減に，バンクーバー教育委員会では 1,400 万カナダドル削減に，それぞれ反対する方
針を決めた矢先のことであった（Young & Levin, 1994）。ある調査によると，回答者の 55％が教育委員
の失職に反対しており，賛成したのは 29％に留まっていた。また，59％は州政府は学校教育に十分に
予算をつかっていないと感じているということであった（Mulgrew, 1985; Young & Levin, 1994）。こう
した世論の現れか，失職した教育委員の多くは後に行われた教育委員選挙によって再選されたという
ことである（Young & Levin, 1994）。 
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 また，こういったことは BC 州のみで起こっているわけではない。例えばノバスコシア州では，2006
年から 2011 年の間に３つの教育委員会の教育委員を失職させ，代わりに州政府は独任制の教育委員
を任命し，教育委員会の職務を代行させた。すなわち，2006 年にはハリファクス地方教育委員会
（Halifax Regional School Board）の公選教育委員が，2008 年にはストレート地方教育委員会（Strait 
Regional School Board）の教育委員が，それぞれ内部対立による混乱を原因として罷免された。2011 年
に起こった事例においては，数人の教育委員が教育委員会全体の利益よりも，学校の統廃合の回避と
いう自らの個人的なアジェンダを優先してロビー活動を行っていたとして罷免された（CBC News, 
2011; Galway, 2013）。また 2012 年には，PEI州で教育委員会内部の対立を理由として，教育委員が教
育相によって失職させられるという事態が生じている（Government of Prince Edward Island, 2011; 


























































教育委員の任命とこれによる VSB 教育委員失職から７カ月後の 2017 年 5 月に行われた州議会選挙に
おいて，政権与党であった自由党は 43 議席を獲得し，NDP の 41 議席，緑の党の３議席を上回り比較
第一党にはなった。しかし過半数には届かなかった。そして NDP と緑の党が協力して 44 議席となっ
て議会多数派を形成することとなり，NDP のリーダーであるホーガンが州首相となった。政党構成と
しては罷免された VSB 教育委員会と似ている。 




たこと（Sherlock, 2016.11.2）などから判断すると，2001 年から 15 年以上にわたって政権を維持して
きた自由党政権下での BC 州の教育行政は，ある種の混迷状態にあったのではないかということが推
測される。あるいは，それだけの数の教育委員会が教育相の意向に反したということは，教育相の意
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